
第１章 運営方針の策定にあたって

１ 策定趣旨 県と市町が一体となって、国保運営を共通認識の下で実施するとともに、業務の広域化、効率化を推進できるよう、県内の統一的な方針を定める。

２ 根拠規定 国民健康保険法第８２条の２

３ 対象期間 令和３年度から令和５年度までの３年間 ※事業の実施状況を把握、分析し、評価を行い、必要に応じて方針の見直しを実施

第２章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し

１ 本県の市町国保の現状 （平成３０年度の状況）

被保険者数 ３２７，７１７人 毎年約３％減少

県総人口に占める国保加入率は約２４．５％

財政運営が不安定になるリスクの高い、被保険者３千人未満の保険者が存在する。

２ 医療費の動向と将来の見通し （平成３０年度の状況）

被保険者の年齢構成は、前期高齢者（６５歳から７４歳）の割合が約４５％と高い。

１人あたり医療費 ４３４，３３６円 （全国で７番目に高い） 年間平均約１．２％程度増加

１人あたり医療費の県内格差 １．３倍

１人あたり医療費の将来推計は、医療の高度化に伴い増加すると見込んでいる。

３ 財政収支に係る基本的な考え方

平成３０年度決算の単年度収支差引後では８市町が赤字 （基金や繰越金等で対応）

決算補填等を目的とした法定外一般会計繰入を行っている市町はない。

国保財政を安定的に運営するためには、県においても財政調整機能を持つことが望まし

いため、基金等を用いた納付金の年度間の平準化を検討していく。

第３章 保険料の標準的な算定方法

国保・健康増進課【（第２期） 長崎県国民健康保険運営方針案（概要） 】

４ 赤字解消・削減の取組、目標年次等

解消・削減すべき赤字額 「決算補填等を目的とした法定外一般会計繰入」と

「繰上充用の増加額（決算補填等を目的としたものに限る）」の合算額とする。

赤字解消・削減の目標年次は可能な限り短期間で設定することを基本とするが、

短期間で解消が困難な市町は「赤字」の要因分析を行い、 ６年以内に、市町の自主

性を尊重しつつ、保険料（税）の適正な設定等により、計画的・段階的な解消・削減

に取り組む。赤字市町に該当した場合は、赤字削減・解消計画を策定し、県は

県計画を策定し公表。

５ 財政安定化基金の活用

国保の財政安定化のため、給付費増や保険料（税）収納不足により財源不足とな

る場合に備え、各市町が法定外一般会計繰入を行う必要がないよう、県に財政安

定化基金を設置し、県及び市町に対して貸付又は交付を行う。

・市町に対する貸付 収納額の低下等による財源不足 （原則３年以内に償還）

・市町に対する交付 災害による影響など「特別な事情」に限定

・県による取崩し 保険給付費の増大による財源不足 （納付金に上乗せし徴収）

３ 国保事業費納付金の算定方式

(1) 算定方式 ３方式（所得割、均等割、平等割）

(2) 応能割と応益割 国が示す所得係数β：１ (3) 均等割と平等割 ７０：３０

(4) 医療費水準の反映 医療費水準の格差をそのまま反映 α＝１

（令和６年度からα＝０にすることを目指す）

(5) 賦課限度額 政令と同じ基準

(6) 激変緩和 令和５年度までの措置とし、６年度からは新インセンティブとして措置

４ 標準的な保険料算定方式

(1) 算定方式 ３方式（所得割、均等割、平等割）

(2) 応能割と応益割 所得係数β´＝１ 構成割合（５０：５０）

(3) 標準的な収納率 被保険者数の規模で３区分を設定

① 5万人以上、10万人未満（９０％）

② 1万人以上、5万人未満（９２％） ③1万人未満（９４％）

１ 保険料水準の統一について

都道府県化の背景を鑑み、保険料水準を統一していく必要があるが、医療費水準に

格差のある現状のまま統一すると、各市町の医療費適正化の努力が反映されない。

保険料を平準化しつつ医療費適正化の取組を加速するための仕組みとして、αを０

にしつつ医療費水準の低い成果に対してインセンティブを交付するという手法を検討。

２ 市町の保険料算定
保険料採用 ２市町 保険税採用 １９市町
令和２年度は全ての市町が３方式（所得割、平等割、均等割）採用
平成３０年度 １人あたり保険料調定額 84,286円（全国２９位）
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第４章 保険料徴収の適正な実施

１ 現状 （平成30年度の状況）

現年度（滞納繰越を除く）の県内市町の平均収納率 94.1％

５年連続で上昇（全国25位） 最高98.5％、最低91.9％

２ 収納率目標

保険者努力支援制度が示す評価指標を各市町の収納率目標とする。

第５章 保険給付の適正な実施
１ 現状（H30）

・レセプト点検 内容点検による各市町の効果額の差1,463円

（点検員を直接雇用する直営 ３市町、国保連合会など外部実施 １８市町）

・第三者行為求償事務 県内全ての市町が交通事故等に係る損害賠償請求及び収納

事務を国保連合会に委託し、共同で処理している。

・療養費の支給

申請内容の審査については県内全ての市町が国保連合会の保険者事務共同処理

に参加しており、支給基準の統一化が図られている。

第６章 医療に必要な費用の適正化の取組に関する事項

１ 基本的な考え方 引き続き県全体の健康水準の向上や医療費適正化の推進を図る

２ 特定健康診査・特定保健指導

特定健診受診環境の拡充や、関係団体と連携した取組を推進する。データ分析に基

づき地域の健康課題を明確にし、効果的な保健事業を検討する。

３ 糖尿病性腎症重症化予防

「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」を策定し、地域の実情に合った事業を展開

４ 医療費通知

引き続き国保連合会への委託を実施し、効果的な取組みを検討する。

１ 基本的な考え方

国保連合会の保険者事務共同処理を活用し、事務の効率化、標準化、広域化を推進

２ 広域的及び効率的な運営の推進に向けた取組

・被保険者証 被保険者証のレイアウトを平成３０年８月１日付交付分から統一。

・短期被保険者証及び被保険者資格証明書の標準的な交付要綱を提示。

・被保険者証資格の適用除外規定の統一。

・一部負担金減免の標準的な基準を策定する。

・葬祭費の支給額を２万円に統一。

・高額療養費の勧奨通知や申請書を統一し、共同実施を検討する。

・事務の標準化、広域化を推進するため、市町村事務処理標準システムの導入を促進。

第７章 国保事業の広域的及び効率的な運営の推進

・地域包括ケアシステムとの連携

・国保運営方針と「長崎県医療費適正化計画」「健康ながさき２１」等との整合性を

確保しながら、国保の安定的な運営に努める。

・市町との連絡調整を行い、進捗状況や問題点を把握し、具体的な施策の実施

や見直しを行うため、連携会議を引き続き設置する。

・連携会議を通じて、市町及び国保連合会にとの情報交換や課題解決に向け

た検討・協議を実施する。

第９章 施策の実施のために必要な関係市町相互間の連絡調整

第８章 保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携

国保・健康増進課

３ 収納率向上に向けた取組等

・納付方法を原則口座振替にすることを検討する等、口座振替の促進に取組む。

・納付方法の更なる利便性向上を図るため、新たな納付方法の導入等も検討する。

・外国人被保険者に対し、外国語の納入通知書やパンフレットを送付する等、周知に努める。

・収納不足についての要因分析を行い、必要な対策について整理する。

・徴収アドバイザー等を活用し、滞納整理の実践力や応用力を備えた人材を育成する。

２ 保険給付費の支給の適正化に関する事項

・レセプト点検による効果額の向上を図るため、より効果的な体制づくりを検討

・県による給付点検の実施

・第三者求償や過誤調整等の取組強化に向けた検討を実施

・不正利得の回収事務について、広域的、または専門性の高い案件について県で受託

・療養費の審査は、審査基準の統一のため国保連合会に委託

・高額療養費多数回該当を通算する世帯の判定基準は国が示す参酌基準で判定する。

５ 後発医薬品（ジェネリック医薬品）の使用促進

引き続き希望カードの配付や差額通知の発送を実施し、効果的な取組みを検討する。

６ 重複・頻回受診者及び重複服薬者に係る取組

レセプトデータからの対象者抽出、健康の保持増進のための指導・助言などの取組の

強化を図る。

７ データヘルス計画の策定

第２期計画（H30～R5）についても、PDCAサイクルに沿って分析・評価等に取り組む。

８ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施
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第１期運営方針と第２期運営方針との比較

第１期（Ｈ３０～Ｒ２） 第２期（Ｒ３～Ｒ５）

第1章

運営方針
の策定に
当たって

○対象期間 平成３０年度から令和２年度 ○対象期間 令和３年度から令和５年度

第2章

国民健康
保険の医
療に要する
費用及び
財政の見
通し

○現状（H27）
被保険者数 373,547人 毎年約3％減少
国保加入率 約27.1％
3千人未満保険者 2市町

○医療費の動向と将来の見通し
前期高齢者割合 37.2％
1人あたり医療費 411,022円
1人あたり医療費県内格差 1.4倍
1人あたり医療費は医療の高度化に伴い増加する
見込み

○財政収支に係る基本的な考え方
・市町の国保特別会計

必要な支出を保険料（税）や公費により賄い、収支
が均衡 していることが重要

・ 県の国保特別会計
市町の国保特別会計の財政状況を見極めた上
でバランスよく財政運営を行う

○現状（H30）
被保険者数 327,717人 毎年約3％減少
国保加入率 約24.5％
3千人未満保険者 2市町

○医療費の動向と将来の見通し
前期高齢者割合 44.5％
1人あたり医療費 434,336円
1人あたり医療費県内格差 1.3倍
1人あたり医療費は医療の高度化に伴い増加する
見込みであるが、被保数の減少により国保全体の
医療費は減少する見込み

○財政収支に係る基本的な考え方
・市町の国保特別会計

必要な支出を保険料（税）や公費により賄い、収支
が均衡 していることが重要

・ 県の国保特別会計
市町の国保特別会計の財政状況を見極めた上で
バランスよく財政運営を行う
さらなる財政の安定化のため、県でも基金等を活用し、
納付金の年度間の平準化を図ることを検討

3



第2章

国民健康
保険の医
療に要する
費用及び
財政の見
通し

○赤字解消・削減の取組、目標年次等
赤字市町（H27) 6市町 11憶8千万円
赤字解消の目標年次 5年

○財政安定化基金の運用

国保の財政安定化のため、県に財政安定化基金
を設置し、活用する。

○赤字解消・削減の取組、目標年次等

赤字市町（H30) 0市町

赤字解消の目標年次 6年
赤字該当市町は赤字解消・削減計画を策定し、県はそれを
もとに県計画を策定し、公表する

○財政安定化基金の運用
国保の財政安定化のため、県に財政安定化基金を設置し、
活用する。

第3章

保険料の
標準的な
算定方法

○保険料水準の統一について
県・市で検討を続け、合意形成を図り早期の統一
を目指す。制度移行に伴い激変が生じないよう可
能な限り調整する。

○市町の保険料算定（H27）
４方式 11市町 ３方式 10市町
1人あたり調定額 76,291円（全国42位）
県内格差1.3倍

○国保事業費納付金の算定方式
・算定方式 3方式
・応能割と応益割 国が示す所得係数β：１
・均等割と平等割 70：30
・医療費水準の反映 α＝１
・賦課限度額 政令と同じ
・激変緩和 αとβの設定、都道府県繰入金、特例

基金、暫定措置により実施

○保険料水準の統一について
保険料を平準化しつつ医療費適正化の取組を加速するため、
αを０にしつつ医療費水準の低い成果に対してインセンティブ
を交付するという手法を検討する。

○市町の保険料算定
３方式 21市町 （R2)
1人あたり調定額（H30) 84,286円（全国29位）

県内格差1.4倍

○国保事業費納付金の算定方式

･算定方式 3方式

・応能割と応益割 国が示す所得係数β：１
・均等割と平等割 70：30
・医療費水準の反映 α＝１
・賦課限度額 政令と同じ
・激変緩和 αとβの設定、都道府県繰入金、特例基金、暫定

措置により実施
令和5年度までの措置とし、令和6年度からは
その財源を新インセンティブとして活用
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第3章

保険料の
標準的な
算定方法

○標準的な保険料算定方式

・算定方式 3方式
・応能割と応益割 β´：１（50：50）
・標準的な収納率

・保険者努力支援制度（都道府県分）の活用
納付金の平準化への活用や市町への重点配分を検討

○標準的な保険料算定方式
・算定方式 3方式
・応能割と応益割 β´：１（50：50）
・標準的な収納率

第4章

保険料徴
収の適正
な実施

○現状（H27）
県内市町平均収納率（現年） 93.3％
全国14位 最高98.0％、最低90.8％

○収納率目標
保険者努力支援制度の評価指標

○収納率向上に向けた取り組み
・納付方法を原則口座振替
・新たな納付方法の導入
・徴収アドバイザー等を活用した人材育成

○現状（H30）
県内市町平均収納率（現年） 94.1％
全国25位 最高98.5％、最低91.9％

○収納率目標
保険者努力支援制度の評価指標

○収納率向上に向けた取り組み
・納付方法を原則口座振替
・新たな納付方法の導入
・徴収アドバイザー等を活用した人材育成
・外国人被保険者に対して外国語パンフレット等を活用
・収納不足についての要因分析を行い必要な対策を整理

第5章

保険給付
の適正な
実施

○現状（H27）
内容点検による各市町の効果額の差 930円
点検員雇用 5市町 外部委託 16市町

○保険給付の支給の適正化
・レセプト点検効果額向上のための体制づくり
・第三者求償や過誤調整の取組強化
・県による不正利得の回収の取組
・療養費の審査の共同処理
・高額療養費多数回該当の通算基準の統一

○現状（H30）
内容点検による各市町の効果額の差 1,463円
点検員雇用 3市町 外部委託 18市町

○保険給付の支給の適正化
・レセプト点検効果額向上のための体制づくり
・県による給付点検の実施
・第三者求償や過誤調整の取組強化
・県による不正利得の回収の取組
・療養費の審査の共同処理
・高額療養費多数回該当の通算基準の統一
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第6章

医療に必要
な費用の適
正化の取
組

○特定健診・特定保健指導
特定健診受診環境の拡充、健診一声運動等の
実施。 データの分析結果から地域の健康課題
を明確にし、健康づくり対策を検討。

○糖尿病性腎症重症化予防
「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」を策定し、
地域の実情に合った事業を展開

○医療費通知
国保連合会への委託を実施

○後発医薬品の使用促進
希望カードの配布や差額通知の発送

○重複・頻回受診者及び重複服薬者に係る
取組
レセプトデータから対象者を抽出し、助言・指導な
どの取組強化

○データヘルス計画の策定
PDCAサイクルに沿って分析・評価等に取り組む

○特定健診・特定保健指導
特定健診受診環境の拡充、保険者協議会など関係団体と
の更なる連携を実施。保健指導のプログラム開発。データの
分析に基づき、減塩、禁煙対策等を含む効果的な保健事業
を検討・実施

○糖尿病性腎症重症化予防
「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」を策定し、
地域の実情に合った事業を展開。二次医療圏単位等での対
策会議、専門職の人材育成、健診結果やレセプト情報等の
活用を実施

○医療費通知
国保連合会への委託を実施

○後発医薬品の使用促進
希望カードの配布や差額通知の発送

○重複・頻回受診者及び重複服薬者に係る
取組
レセプトデータから対象者を抽出し、助言・指導な
どの取組強化。取組実施後は改善状況の評価を行う。好事
例の横展開を行う。

○データヘルス計画の策定
PDCAサイクルに沿って分析・評価等に取り組む

○高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施
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第9章

施策の実施
のために必
要な関係市
町相互間の
連絡調整

○県と市町の連絡調整のため、引き続き連携会議を設置
し、情報交換や課題解決に向けた協議を行う。

○県と市町の連絡調整のため、引き続き連携会議を設置
し、情報交換や課題解決に向けた協議を行う。

第8章

保健医療
サービス・福
祉サービス等
に関する施策
との連携

○地域ケアシステムとの連携
○「長崎県医療費適正化計画」「健康ながさき２１」との整
合性

○地域ケアシステムとの連携
○「長崎県医療費適正化計画」「健康ながさき２１」との整
合性

第7章

国保事業
の広域的
及び効率
的な運営
の推進

○広域的及び効率的な運営の推進に向けた取組
（統一化）
・被保険者証のレイアウト、有効期間等の統一
・短期被保険者証及び資格証明書の標準的な交付要綱
・被保険者証資格の適用除外規定の統一
・一部負担金減免の標準的な基準を策定
・葬祭費の支給額を２万円に統一
・高額療養費の勧奨通知や申請書を統一し、共同実施を
検討
・市町村事務処理標準システム導入を促進

（広域化）
・被保険者証一括発行
・高額療養費の算定
・高額療養費勧奨通知の発行
・療養費の審査
・高額介護合算療養費の審査

○広域的及び効率的な運営の推進に向けた取組
（統一化）
・被保険者証のレイアウト、有効期間等の統一
・短期被保険者証及び資格証明書の標準的な交付要綱
・被保険者証資格の適用除外規定の統一
・一部負担金減免の標準的な基準を策定
・葬祭費の支給額を２万円に統一
・高額療養費の勧奨通知や申請書を統一し、共同実施を
検討
・市町村事務処理標準システム導入を促進

（広域化）
・被保険者証一括発行
・高額療養費の算定
・高額療養費勧奨通知の発行
・療養費の審査
・高額介護合算療養費の審査
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